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デスクトップグリッドにおけるワーカの性能差を考慮した
信頼度計算式の拡張

渡邊 寛1,a) 福士 将2 舩曵 信生1 中西 透1

概要：近年，インターネットに接続された多数のコンピュータ（ワーカ）の遊休計算資源を用いることで，
スーパーコンピュータ並の計算性能を実現するデスクトップグリッド（DG）が注目されている．本稿で
は，誤った計算結果を返すワーカ（妨害者）が存在する DGにおいて，計算結果の信頼性を保証する手法
である，信頼度に基づく多数決法の拡張を行う．本手法では，各ワーカの信頼性（信頼度）を条件付き確
率として計算することで，計算結果の誤り率を常に許容値以下に抑えることが可能であるが，この際，「全
ワーカの性能が同じ」であることを前提としていた．そこで本稿では，各ワーカの性能が異なり，かつ，そ
の性能が未知であるといった，より実環境に近い状況を想定して，信頼度計算式の拡張を行う．最悪ケー
スを想定した，妨害者の性能が非妨害者よりも 10倍高い場合などのシミュレーション結果から，拡張した
計算式を用いることで，誤り率を常に許容値以下に収められることを確認した．
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An Extension of Credibility Formula in Desktop Grid
to Different Workers’ Performance
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Abstract: To efficiently improve the sabotage-tolerance of Desktop Grid (DG) systems, credibility-based
voting method is proposed. Assuming that every worker has the same performance, this method can guaran-
tee the condition that the error rate is less than the specified acceptable value. In this paper, we extend the
credibility formula so as to afford more realistic DG situations where workers may have different performances.
Even if performances of the attackers are unknown, our extended formula can calculate the credibility by
considering the worst case where their performances are higher than others. Through simulations, we confirm
that the error rate is always less than the acceptable value.
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1. まえがき

デスクトップグリッド (DG) は，廉価なパーソナルコ

ンピュータ (PC)を計算資源として用いた，グリッドコン

ピューティング環境の構築手法である．DGでは，スーパー

コンピュータと同等以上の高い性能を，数万台規模の多

数のデスクトップ PCを用いて実現する．また，インター
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ネットを利用している一般の PC利用者から，その PCの

遊休計算資源をボランティアで（無償で）DGシステムの

ノードとして提供してもらうことが可能であり，これによ

り計算環境を非常に安価に構築することが可能となる（こ

のような DGは，ボランティアコンピューティングとも呼

ばれる）．現在，世界規模で運用されている DGシステム

の例として，SETI@home[1]などがある．

DGの問題点として，ボランティア参加者の中に，誤っ

た計算結果を故意に返すといった悪意ある者（妨害者）が
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混じる可能性があるため，計算結果の信頼性が低いこと

が指摘されている [2], [3], [4]．DGでは，参加者から提供

される各計算資源（ワーカ）で，小規模に分割された計算

（ジョブ）をそれぞれ独立に実行してもらうため，多くの参

加者を集めるほど高い性能を得ることが可能となる．よっ

て，より多くの参加者を集められるよう，参加者に個人情

報の提供を強制することなどが難しく，実質的には，妨害

者を含む「誰でも」が計算に参加できるようになっている．

その結果，妨害者の数が多い場合は，計算結果の信頼性が

著しく低下するため，何らかの対策を行う必要がある．

基本的な妨害者対策手法として，ミドルウェアBOINC[5]

で用いられている多数決法が挙げられる．この手法では，

同じジョブを複数のワーカに計算させて冗長に計算結果を

集め，単純にそれらの多数決を取る．しかし，単純な多数

決法では，冗長度を mとした場合に性能が 1/mとなり，

性能が著しく低下する．また，経験則等に基づいて手動で

冗長度を決定するため，計算結果に含まれる誤りの割合

（誤り率 ϵ）がいくらになるか分からない，といった問題が

ある．

この単純な多数決法の改善として，各ワーカに信頼度と

呼ばれる重みを与えて重み付き多数決を行う，信頼度に基

づく多数決法 [3]が提案されている．本手法では，各ワー

カに対して，抜取検査と呼ばれる正答が既知のジョブを定

期的に与え，その結果に基づいて，正しい計算結果を返す

確率としての信頼度を求める．この信頼度が高いワーカほ

ど大きな重みを持ち，その計算結果が多数派として採用さ

れやすくなることから，小さな冗長度で効果的に誤り率を

低減することが可能となる．また，本手法では，確率的な

解析に基づいて計算した信頼度を用いることで，誤り率 ϵ

を常に所望値（許容誤り率：ϵacc）以下とする冗長度が自

動的に決定される．本グループでは，これまで，同手法の

効率を改善するスケジューリング法 [6], [7]や，抜取検査を

行う頻度の最適化法 [8]などの研究を行っている．

ここで，信頼度に基づく多数決法の問題点として，全

ワーカの性能が均一と仮定して信頼度を計算している点が

挙げられる．実際の DG 環境では，各参加者の PC のス

ペックはそれぞれ異なり，ワーカの性能としては不均一と

なるのが自然である．このため，従来の信頼度計算式を実

際の DGでそのまま適用した場合，正しい信頼度が計算で

きない恐れがある．特に，妨害者の性能が非妨害者の性能

よりも高い場合には，より多くの誤りが生成されるため誤

り率が増大し，「常に誤り率 ϵ ≤ 許容誤り率 ϵacc」の条件

を満足できなくなる可能性がある．

そこで本稿では，各ワーカの性能が不均一であることを

考慮して信頼度を計算するために，信頼度計算式の拡張を

行う．この拡張により，各ワーカの性能が異なる場合，特

に妨害者の性能が非妨害者の性能よりも高いような場合に

おいても，「常に ϵ ≤ ϵacc」の条件を満足できるようにな

る．また，拡張した計算式では，各妨害者の性能が分から

ない場合にも，ワーストケースとして全ワーカの中で性能

の高い順に妨害者と見なすことで，信頼度の計算を可能と

する．

また本稿では，拡張した計算式の有効性を評価するた

めに，各ワーカの性能が不均一となる DG 環境のシミュ

レーションを行う．まず，従来の計算式を用いた場合に，

「ϵ > ϵacc」となる場合があることを示す．次に，そのよう

な場合でも，拡張した計算式により，「ϵ ≤ ϵacc」とできる

ことを確認する．

本稿の構成は以下の通りである．まず，2章で想定する

DGのモデルを述べ，3章で信頼度に基づく多数決法につ

いて述べる．次に，4章でワーカの性能差を考慮した信頼

度計算式の拡張を行う．5章では，従来の信頼度計算式と，

提案する信頼度計算式を用いた場合それぞれに対して，シ

ミュレーションによる評価を行い，最後に 6章で結論と今

後の課題を述べる．

2. DGモデルと多数決法

2.1 計算モデル

DGの計算モデルとして，図 1に示す，マスタワーカモ

デル [5]を仮定する．本モデルの詳細は以下の通りである．

• 計算プロジェクトは，N 個の独立したジョブから成

り，全てのジョブが完了したら計算終了となる．

• マスタ 1台と，ボランティアにより提供されるワーカ

W 台で，計算プロジェクトを実行する．

• 各ワーカは，アイドル状態になるとマスタにジョブを
1つ要求し，ジョブを実行後，その計算結果（リザル

ト）を返却する．

2.2 妨害者モデル

DGにおける妨害者は，次のようにモデル化される [3]．

まず，全ワーカW 台のうちの ⌊f × W ⌋ （⌊⌋はフロア関
数）台のワーカを妨害者（f :妨害者割合）とする．各妨害

者は誤ったリザルトを確率 s（妨害率）で返却する．f と

s はマスタにとって未知の値である．

妨害者の存在する DGでは，マスタによりリザルトの検

査等が行われる場合がある．このため各ジョブは，ワーカ

リザルト回収

ワーカ（　台）

ジョブ（　個）

W
％が妨害者

f

ジョブ配布

N

マスタ

図 1 DG の計算モデル
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からリザルトが回収され，マスタによる多数決等の検査を

経て最終的なリザルトが確定した時点で，初めて完了ジョ

ブとなる．全てのジョブが完了ジョブとなるまでに要した

時間を計算時間 T とする．また，完了ジョブのうち，誤っ

たリザルトにより完了したジョブ（誤りジョブ）が占める

割合を誤り率 ϵと定義する．

ここで，1つのジョブに対してリザルトを 1つ生成するだ

けでは，リザルトの誤りが直接ジョブの誤りとなり計算結

果の信頼性が著しく低下する．例えば，各ワーカの性能や

ジョブの計算量が均一の場合，誤り率は ϵ = N×f×s
N = f×s

となる．すなわち，妨害者数や妨害率が大きいほど，誤り

率 ϵ が大きくなるため，1つのジョブに対して複数のリザ

ルトを集めたり，妨害者を検出し排除するなどして誤り率

ϵ を小さくする，妨害者対策が不可欠となる．

2.3 多数決法による妨害者対策と問題点

基本的な妨害者対策手法として，DG ミドルウェア

BOINC[5] で用いられている多数決法がある．これは，

同じジョブを複数のワーカに計算させて冗長にリザルトを

集め，単純にそれらの多数決を取る手法である．しかし，

本手法では，リザルトを集める個数 (冗長度)をmとした場

合に，計算性能が 1/mに低下するといった問題がある．ま

た，経験則等に基づいて手動で冗長度を決定するため，誤

り率 ϵが予測できない．このため，必要以上に高い冗長度

を設定してしまい，システム全体の性能を損なったり，逆

に，誤り率が許容値を超え計算結果を利用できないといっ

た問題が生じる可能性がある．誤り率の許容値の例として

は，例えば 3次元映像のレンダリングでは誤り率 1%[3]な

どがある．

3. 信頼度に基づく多数決法

3.1 概要

信頼度に基づく多数決法 [3]は，より効率的に妨害者対

策を行うために，新しく信頼度と呼ばれるパラメータを導

入し，信頼度を重みとした重み付き多数決を行うことで，

計算結果の信頼性を確保しながら冗長度を下げる手法であ

る．信頼度は，ワーカやリザルトなどの DG環境内の各要

素に対して与えられる，その要素の正しさを表す条件付確

率である．各ワーカの信頼度は，そのワーカに対する抜取

検査の結果を評価することで求める．高い信頼度は，その

ワーカやリザルトがより高い確率で正しいことを意味する

ため，信頼度を重みとする重み付き多数決では，正しいリ

ザルトが多数派となりやすくなり，効率的に誤り率を低減

することが可能となる．

3.2 特徴

信頼度に基づく多数決法 [3]の特徴として，各ジョブの

冗長度が一定でなく，信頼度の値に基づいて動的に変化す

る点が挙げられる．これは，ジョブを完了するための基準

が，集まったリザルトの数ではなく，各リザルトの信頼度

から動的に計算される「ジョブの信頼度」が閾値 θに達す

るまで，と定められているからである．ある時刻における

ジョブの信頼度は，その時点までに集まったリザルトの中

の多数派が，実際に正しい確率の下限として計算される．

ここで，確率の下限として信頼度を計算する理由は，実際

に誤りである確率が未知パラメータである sや f に依存す

るためである．下限として信頼度を与えると，信頼度 1−x

のジョブを完了とした場合にこのジョブが正しい確率は，

sや f によらず常に 1− x以上であり，誤りである確率は

x以下である．閾値 θは任意の値に設定することが可能で

あるため，任意の許容誤り率 ϵacc について θ = 1− ϵacc と

すれば，常に ϵ ≤ ϵacc とすることができる．

3.3 使用するパラメータと仮定

信頼度に基づく多数決法 [3]では，信頼度を計算する際

に，以下の前提をおいている．

• 全ワーカの性能は均一で，１つのジョブを計算するの
に１単位時間を要する．

• 妨害者割合 f に関して，実際の f は未知数であるた

め，その上限として fmax を仮定する (f ≤ fmax)．そ

のため，fmax が正しくない場合（f > fmax となるよ

うな場合），ϵ ≤ ϵacc が満足されない可能性がある．

• 抜取検査を行う頻度として確率 qを用いる．各ワーカ

は，ジョブを受け取る際に確率 qで抜取検査用のジョ

ブを渡され，検査を受けることとなる．

• 抜取検査により妨害者として検出された時点で，その
ワーカがそれ以前に生成したリザルトは全て無効化さ

れる．

妨害者として検出された後のワーカの振る舞いとし

て，そのワーカがマスタのブラックリストに登録され

以後の計算に参加できなくなる場合（ブラックリスト

有効の場合）と，検出された時点で新しいワーカとし

て ID等を再度取得し，計算に参加し続ける場合（ブ

ラックリスト無効の場合）がある．

3.4 信頼度の計算式

信頼度に基づく多数決法における，信頼度の計算方法 [3]

を説明する．3.3節で説明した仮定のもとで，ワーカ wの

信頼度 CW (w)は，抜取検査に通過した回数 k を用いて，

ブラックリスト有効の場合には式 (1)，無効の場合には式

(2)で求められる．

CW (w)bl =

{
1− fmax, if k = 0,

1− fmax

(1−fmax)×ke , otherwise.
(1)
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CW (w)no−bl =

{
1− fmax, if k = 0,

1− fmax

k , otherwise.
(2)

ただし，eは自然対数の底である．

リザルト rの信頼度 CR(r)は，そのリザルトを生成した

ワーカ wの信頼度 CW (w)と等しいものとする．

CR(r) = CW (w) (3)

ジョブ j に対するリザルトは，値の等しいリザルト

ごとに複数のグループ（リザルトグループ）に分けら

れる．ジョブ j のリザルトが g 個のリザルトグループ

G1, G2, . . . , Ga, . . . , Gg に分けられたとすると，リザルト

グループ Ga の信頼度 CG(Ga)は，式 (4)-(6)で計算され

る．CG(Ga)は，リザルトグループ Ga のみが正しいリザ

ルトの集合であり，他の全てのリザルトグループが誤りで

ある確率となる．

CG(Ga) = (4)

PT (Ga)
∏

i̸=a PF (Gi)∏g
i=1 PF (Gi) +

∑g
n=1 PT (Gn)

∏
i̸=n PF (Gi)

PT (Ga) =
∏

r∈Ga
CR(r) (5)

PF (Ga) =
∏

r∈Ga
(1− CR(r)) (6)

ジョブ jの信頼度 CJ (j)は，G1, . . . , Gg の中で最大の信

頼度を持つグループ Gx の信頼度と定義される．

CJ (j) = CG(Gx) = max
1≤a≤g

CG(Ga) (7)

ジョブの信頼度が閾値 θ = 1− ϵacc を超えた場合，マス

タはGxのリザルトをジョブ jのリザルトとして受け入れ，

ジョブ j を完了とする．

4. ワーカの性能差を考慮した信頼度計算式の
拡張

4.1 計算式拡張の意義

3.3節で述べたように，従来の信頼度計算式は，「全ワー

カの性能が均一」であることを前提としている．そのため，

実際の DG環境のように各ワーカの性能が異なる場合，特

に妨害者の方が非妨害者よりも性能が高い場合には，正し

い信頼度の値が計算できず，5.2節のシミュレーション結

果にも示すように，結果として ϵ ≤ ϵacc が満足されない場

合がある．

本稿では，各ワーカの性能が不均一の場合にも，常に

ϵ ≤ ϵacc を満足できるようにするため，信頼度計算式の拡

張を行う．ここで，各ワーカの性能値は，単位時間当たり

に実行可能な計算量で表し，DGミドルウェア BOINCで

行われているように，ベンチマークプログラムを各ワーカ

に実行させることで事前に得られるものとする．また，各

ジョブの計算量はそれぞれ同程度となるよう分割されてい

るものとする．例えば，ある計算がそれぞれ計算量１０の

ジョブに分割された場合，これを性能２のワーカが実行す

ると，１ジョブあたり５単位時間でリザルトが得られるも

のとする．

4.2 信頼度計算式の拡張

ワーカ W 台の性能を，それぞれ p1, . . . , pW と定義す

る．各ワーカは，その性能に応じて一定期間内に pi(i =

1, . . . ,W )個のリザルトを生成する．また，ワーカW 台の中

で，⌊f×W ⌋台存在する妨害者の性能を，psb1 , . . . , psb⌊f×W⌋，

残りの非妨害者の性能を，pnosb1 , . . . , pnosb⌈(1−f)×W⌉とする．

信頼度に基づく多数決法において，k回の抜取検査を通

過したワーカの信頼度は，そのワーカが返す任意のリザル

ト rが正しい確率の下限として与えられる．ワーカが返す

リザルトは，正しいか誤りのどちらかなので，リザルト r

が正しい確率の下限（信頼度）は，１からリザルト rが誤

りである確率 ϵr(s, f, k)の上限を引いて得ることが出来る．

以下，ϵr(s, f, k)を求め，さらに ϵr(s, f, k)の上限を求める

ことで，拡張した信頼度計算式を得る．また，ϵr(s, f, k)の

上限は，任意の s, f に対する上限として求めることで，ど

のような s, f の値の場合であっても ϵ ≤ ϵacc を満足できる

ようにする．

まず，ブラックリストが有効の場合，リザルト rは，非

妨害者か，抜取検査を k回，確率 (1− s)k で通過した妨害

者のどちらかにより生成されている．よって，ϵr(s, f, k)は

次式で与えられる．

ϵr(s, f, k) = (8)

s×
(1− s)k ×

∑⌊f×W⌋
i=1 psbi∑⌈(1−f)×W⌉

i=1 pnosbi + (1− s)k
∑⌊f×W⌋

i=1 psbi

以下，k ̸= 0 の場合について，任意の s, f につい

ての ϵr(s, f, k) の上限を求める．まず，(1 − s)k 及び

psb1 , . . . , psb⌊f×W⌋ が全て 0 以上であることから，式 (8)

の上限として以下を得る．

ϵr(s, f, k) ≤ s×
(1− s)k ×

∑⌊f×W⌋
i=1 psbi∑⌈(1−f)×W⌉

i=1 pnosbi
(9)

次に，全妨害者の性能値と，全非妨害者の性能値の合計は，

全ワーカの性能値の合計であることを利用する．

⌈(1−f)×W⌉∑
i=1

pnosbi +

⌊f×W⌋∑
i=1

psbi =

W∑
i=1

pi (10)

式 (10)を用いて式 (9)を変形することで，以下が得られる．

ϵr(s, f, k) ≤ s(1− s)k ×

∑⌊f×W⌋
i=1 psbi∑W

i=1 pi

1−
∑⌊f×W⌋

i=1 psbi∑W
i=1 pi

(11)
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ここで，式 (11) には，妨害者の性能 psbi が含まれて

いるが，実際にはどのワーカが妨害者か分からないた

め，それぞれの psbi の値を知ることはできない．そこ

で本稿では，全ワーカを性能順に並べ替え，性能が高

い順に ⌊fmax × W ⌋ 台を妨害者とみなすことで，psbi の

合計値の上限を求めることとした．すなわち，全ワー

カを性能の高い順に pordered1 , . . . , porderedW
とすると，∑

psbi ≤
∑

porderedi
(i = 1, . . . , ⌊f ×W ⌋)かつ f ≤ fmax

であることから以下が成立する．

⌊f×W⌋∑
i=1

psbi ≤
⌊fmax×W⌋∑

i=1

porderedi
(12)

ここで，表記の簡略化のため，全ワーカの性能値の合計に

占める，妨害者の性能値の合計の比率を考え，その上限

rmax を以下のように定義する．

rmax =

⌊fmax×W⌋∑
i=1

porderedi
/

W∑
i=1

pi (13)

式 (11)と (12)から，rmax を用いて以下が得られる．

ϵr(s, f, k) ≤ s(1− s)k × rmax

1− rmax
(14)

また，s(1− s)k は 0 ≤ s ≤ 1の範囲で s = 1
(1+k) で最大と

なる事と，任意の自然数 k に対して ( k
1+k )

k の上界が 1+k
ke

であること [7]から，以下が得られる．

s(1− s)k ≤ 1

(1 + k)
(1− 1

1 + k
)k

=
1

1 + k
(

k

1 + k
)k

≤ 1

ke
(15)

よって式 (14)，(15)から，ϵr(s, f, k)の上限は以下で与え

られる．

ϵr(s, f, k) ≤
1

ke
× rmax

1− rmax
(16)

また，k = 0の場合，式 (8)に k = 0を代入して式 (17)

が得られる．

ϵr(s, f, 0) = s×
∑⌊f×W⌋

i=1 psbi∑W
i=1 pi

≤ s× rmax

≤ rmax (17)

式 (16)，(17) を用いて，ワーカの信頼度は，１から

ϵr(s, f, k)の上限を引いた値として，式 (18)で与えられる．

CW (w)blproposed = (18){
1− rmax, if k = 0,

1− rmax

1−rmax
× 1

ke , otherwise.

次に，ブラックリスト無効の場合も，同様の手順で

ϵr(s, f, k)の上限を計算することで，ワーカの信頼度が式

(19)で与えられる．

CW (w)no−blproposed = (19){
1− rmax, if k = 0,

1− rmax

k , otherwise.

式 (18)，(19)を，従来の信頼度計算式 (1)，(2)と比較す

ると，それぞれ fmaxを rmaxに置き換えたものになってい

ることが分かる．rmax の定義式 (13)において，全ワーカ

の性能を均一 (p1 = p2 =, . . . ,= pW )と仮定すれば従来式

が得られ，提案式が，ワーカの性能差を考慮した場合の拡

張となっていることが分かる．なお，リザルト，リザルト

グループ，ジョブの信頼度の計算式は従来式と同様である．

5. シミュレーションによる評価

5.1 本シミュレーションの狙い

シミュレーションにより，本稿で拡張した信頼度計算式

の有効性を検証する．ここでは，ワーカの性能が不均一で

ある場合に，従来の信頼度計算式を用いた場合，および，

拡張した信頼度計算式を用いた場合の誤り率 ϵ，計算時間

T を評価する．特に，誤り率がより大きくなると考えられ

る，妨害者の方が非妨害者よりも性能が高い場合に注目し，

そのような場合にも，拡張した信頼度計算式により信頼性

条件 ϵ ≤ ϵacc を満足することができることを確かめる．

表 1 にシミュレーションに用いたパラメータの値を示

す．各ワーカの性能として，非妨害者の性能を基準として

１と設定し，これに対して各妨害者の性能をその p倍とし

た（p:性能比）．また，ワーストケースを考慮して，ブラッ

クリストは無効とし，抜取検査で検出された妨害者は別の

ワーカ IDを用いて再参加するようにした．更に，ジョブの

実行順序が計算時間に与える影響を小さくするため，ジョ

ブスケジューリング法としてランダム法を用いた．ランダ

ム法では，ワーカがマスタにジョブを要求した際，未完了

ジョブの中からランダムで１つを受け取る．

表 1 シミュレーションパラメータ

Simulation parameters

ジョブ数 N 10000

ワーカ数 W 100

チェック率 q 0.1

許容誤り率 ϵacc 0.001 ∼ 0.1

妨害者割合 f 0 ∼ 0.95

妨害者割合の上限 fmax 0.1, 0.3

妨害率 s 0 ∼ 1

非妨害者の性能 1

妨害者の性能 p 1 ∼ 10

1 ジョブの計算量 10
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図 2 性能比 p に対する結果 (ϵacc = 0.05, s = 0.1, f = fmax = 0.3)

5.2 シミュレーション結果

5.2.1 異なる性能比に対する結果

図 2に，横軸に性能比 pを取った場合の誤り率と計算時

間を示す．図中のOriginalは従来の信頼度計算式を用いた

場合，Proposedは拡張した計算式を用いた場合の結果を示

す．図 2(a)から，従来式，提案式のどちらを用いた場合で

も，妨害者の性能 pが大きくなるにつれて誤り率も増大す

る傾向が分かる．１つのジョブの計算量が１０であること

から，ジョブの計算を完了するまでの時間は，性能１の場

合は１０単位時間，性能２の場合は５単位時間，性能５～

９の場合は２単位時間となる．このため，性能 pが大きく

なるほど，妨害者によってより短い単位時間で誤りが生成

され誤りの数が増大し，誤り率が高くなると考えられる．

図 2(a)から，従来式を用いた場合，pが５以上になると

誤り率が許容誤り率を上回ってしまい，信頼性条件 ϵ ≤ ϵacc

が満足されていないことが分かる．これに対して，提案式

を用いた場合では，pの値に関わらず，常に信頼性条件が

満足されている．特に，pが１０の場合では，全ての妨害

者がそれぞれ１単位時間でリザルトを生成するため，リザ

ルトの大多数が妨害者によって生成される状態となる．提

案式では，このような場合においても適切に信頼度を計算

することで，誤り率を許容誤り率以下に抑えることができ

ている．

しかし，図 2(b)に示すように計算時間では，提案式を用

いた場合，従来式を用いた場合と比べて約１．５～２倍と，

大幅に増加することが分かる．これは，提案式を用いると，

各ワーカに与えられる信頼度の値が従来式の場合よりも小

さくなり，各ジョブの完了により多くのリザルトが必要と

なるためである．例えば，f = fmax = 0.3で p = 10の時，

式 (13)より rmax = 0.3× 10/(0.3× 10 + 0.7) = 0.81とな

り，fmaxの代わりに rmaxを用いる提案式 (19)では，ワー

カが従来式と同じ信頼度を得るためには 0.81/0.3 = 2.7倍

の大きさの k が必要となる．fmax と rmax の差は，妨害

者の性能 pと共に増大するため，pが大きくなるほど，従

来式と提案式を用いた場合の計算時間の違いも大きくなっ

てしまう．そのため，今後の課題として，信頼性条件を満

足しつつ計算時間を小さくできるよう，スケジューリング

方法や検査頻度 qのパラメータを適正化することが挙げら

れる．

5.2.2 異なる妨害率に対する結果

図 3に，横軸に妨害率 sを取った場合の誤り率と計算時

間を示す．ここで性能比として，図 2(a)において誤り率が

最も大きくなる最悪ケースである，p = 10を用いている．

図 3(a)から，従来式，提案式のいずれを用いた場合で

も，妨害率に対して誤り率が山なりに変化していることが

分かる．これは，妨害率が小さい場合は生成される誤りが

少なく，妨害率が大きい場合は抜取検査によって妨害者が

検出されやすくなるためである．各妨害者は，抜取検査に

対しても確率 sで誤りを返すため，例えば s = 1の場合に

は１回の抜取検査によって確実に検出されてしまい，それ

までに生成したリザルトが無効化される．このため，従来

式では s = 0.3付近，提案式では s = 0.1付近と，妨害率が

比較的小さい，生成する誤りの数と検出されやすさのバラ

ンスが取れた所に誤り率のピークが生まれる．

妨害率 sの値は，マスタにとって未知の値であり，また

上記のように「どこに誤り率のピークが来るか分からない」

という性質を持つパラメータである．このような未知パラ

メータに対して，取りうる範囲のどのような値の場合であ

ろうと，常に条件 ϵ ≤ ϵacc を満足する必要がある．図 3か

ら，提案式を用いることで，妨害者がどのような妨害率の

値を用いても，常にこの条件を満足できることが分かる．

また，図 3(b)で示されるように，提案式を用いた場合に

は，計算時間が大幅に増大することが分かる．特に，s ≥ 0.7

の範囲では，従来式においても，誤り率が大きいために妨
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図 3 妨害率 s に対する結果 (ϵacc = 0.05, p = 10, f = fmax = 0.3)

害者が容易に抜取検査で検出され，妨害者の生成したリザ

ルトはほぼ全て無効化されている（このため，誤り率もほ

ぼ０となっている）．よってこの範囲では，妨害者による

影響はほぼ無いにも関わらず，図 2(b)の場合と同様の理

由で，従来式と提案式で大きな計算時間の差が生まれてい

る．実際の DGでは，このような妨害率が大きい場合は稀

と考えられるが，このような場合に特化した計算時間の削

減も，今後の課題として挙げられる．

5.2.3 異なる許容誤り率に対する結果

図 4に，横軸に許容誤り率 ϵaccを取った場合の誤り率と

計算時間を示す．許容誤り率 ϵaccはDGのユーザが任意に

与えるパラメータであり，どのような値の場合であっても

ϵ ≤ ϵacc を満足しなければならない．図 4(a)に示されるよ

うに，提案式を用いることで常に ϵ ≤ ϵacc が満足され，信

頼性保証が実現できていることが分かる．

また，図 4(b)に示されるように，許容誤り率 ϵaccの値は

計算時間に大きな影響を与える．このため，ϵacc の値は，

計算の種類やアプリケーションに応じて，許容可能な範囲

でできるだけ大きく設定するべきである．

5.2.4 異なる妨害者割合に対する結果

図 5に，横軸に妨害者割合 f を取った場合の誤り率と

計算時間を示す．これらの図では，f の上限としてそれぞ

れ fmax = 0.1と fmax = 0.3を想定した場合の結果を示し

ている．信頼度に基づく多数決法では，条件 f ≤ fmax の

下で信頼性保証を行うことを想定しているが，従来式を用

いると，例えば fmax = 0.3の場合の誤り率は f = 0.1で

0.048, f = 0.15で 0.058，f = 0.2で 0.065と，f ≤ fmax

であるにも関わらず，許容誤り率 ϵacc = 0.05を超えてい

ることが分かる．

これに対して，提案式を用いると，例えば fmax = 0.3の

場合の誤り率は f = 0.2で 0.04, f = 0.3で 0.049と，誤

り率が ϵacc = 0.05以下となっていることが分かる．また，

fmax = 0.1の場合の 0.2 ≤ f ≤ 0.95の範囲のように，提

案式を用いても誤り率が ϵacc = 0.05を超えている場合が

あるが，これは，f が前提条件である f ≤ fmax を満たし

ていないためである．この図から，f ≤ fmax の範囲では，

提案式を用いることで常に ϵ ≤ ϵacc となっていることが確

認できる．

また，提案式では，f が 0.5を超えた範囲で，f が大きく

なるにつれて誤り率が減少するといった現象が起きている

ことが分かる．この理由は，f が大きくなるにつれ，性能

の高い妨害者が増えて計算時間が小さくなり，結果として

妨害者によって生成される誤りの絶対数が減少するためで

あると考えられる．

図 5(b)を見ると，fmax = 0.1と fmax = 0.3で計算時間

の違いがそれほど大きくないことが分かる．実際の f の値

は未知であるため，f ≤ fmax を確実に満たせるよう，統

計的な結果から推測されるよりは少し大きめの fmax を設

定するのが良いと考えられる．

6. まとめと今後の課題

本稿では，各ワーカの性能が不均一となるデスクトップ

グリッドにおいて，信頼度に基づく多数決法を適用可能と

するため，信頼度計算式の拡張を行った．拡張した計算式

では，各妨害者の性能が分からない場合でも，その性能合

計比率の上限 rmaxを用いることで，信頼度計算を可能とし

ている．シミュレーションにより，従来の計算式では，計

算結果の誤り率を許容値 ϵacc以下に抑えることができない

場合にも，拡張した計算式を用いることでこれが可能とな

ることを示した．今後の課題には，誤り率を許容値 ϵacc 以

下に収めつつ計算時間を削減するよう，ジョブスケジュー

リングや抜取検査の頻度を適正化することが挙げられる．
謝辞 本研究の一部は科学研究費補助金の研究活動ス
タート支援（23800041）の助成による．

7ⓒ 2012 Information Processing Society of Japan

Vol.2012-ARC-202 No.16
Vol.2012-HPC-137 No.16

2012/12/13



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

 0

 0.02

 0.04

 0.06

 0.08

 0.1

 0.001  0.01  0.1

er
ro

r 
ra

te

εacc

Proposed(f=0.1,s=0.05)
Proposed(f=0.1,s=0.1)

Proposed(f=0.2,s=0.05)
Proposed(f=0.2,s=0.1)

Proposed(f=0.3,s=0.05)
Proposed(f=0.3,s=0.1)

εacc

(a) 誤り率 ϵ

 0

 500

 1000

 1500

 2000

 2500

 3000

 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.07 0.08 0.09  0.1

co
m

p
u
ta

ti
o

n
 t

im
e 

T
 [

u
n

it
 t

im
e]

εacc

Proposed(f=0.1,s=0.05)
Proposed(f=0.1,s=0.1)

Proposed(f=0.2,s=0.05)
Proposed(f=0.2,s=0.1)

Proposed(f=0.3,s=0.05)
Proposed(f=0.3,s=0.1)

(b) 計算時間 T

図 4 許容誤り率 ϵacc に対する結果 (p = 10, fmax = 0.3)
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